
　インターネットで検索すると、「2025年農林
業センサスキャンペーンサイト」が出てくる

（2025年１月26日現在YAHOO JAPAN）。現在、
2025年２月１日を基準日として、５年ごとの農
林業センサス（以下、「センサス」という。）が
実施されている。このタイミングで、「これか
らの農林統計の展望」と題した特集が企画され
たことは、農林統計やその活用に改めて関心を
持って貰うためには極めて時宜を得た特集であ
る。
　農林水産省でのほとんどを政策手段部局で仕
事をし、統計情報部長を最後に退官した。統計
部局を含めた行政経験に加え、その後の研究者
としての統計データと向き合う経験を持つ者と
して、執筆する機会を頂いたものと思う。
　退官後、大学院経済学研究科修士課程を経て、
博士課程を修了した（経済学博士）。大学院で
の研究分野は、公共経済学、環境経済学のツー
ルを使った、森林政策の経済分析であった。現
在は、産業組織論に研究分野を拡げ、コメ市場
の様々な政策についても、研究している。
　研究手法は、森林所有者、コメ生産者等の行
動をモデル化し、比較静学分析を行い、政策手
段の効果を検討する。論文によっては、比較静
学分析の結果について統計データによる実証分
析を併せ行った。
　農林統計は、農林行政を支える情報インフラ
及び公共財として、①政策の企画・立案、②米
の需給見通し、③交付金・補給金単価の算定、

需給調整等、④政策の評価などに使われ、政策
運営上必要不可欠なものである。
　在職当時に比べ、現在は、数段、限られた人
員組織、財政の中で、政策に必要な統計を優先
して重点的に選択して編成することが求められ
ている。時には調査内容の設計を巡り、政策手
段部局のニーズと外部のニーズが乖離し、コン
センサスを得るのが難しく板ばさみとなるケー
スが、増加しているのではないかと推察される。
　諸統計の目的を達成するため、重要なことは、
いかなる環境にあろうとも、政策の現場におい
て、統計結果を、業務資料や都道府県等の情報
と組み合わせて分析し、そこから要因を推察し、
施策の効果的実施に向けた不断の見直しに活用
されることである。
　例えば、統計によって認識された事象につい
て、経済学などを応用して、背後にあるメカニ
ズム（人・地域等の行動選択）をモデル化し、
分析ツールを使って、その要因を探究するよう
な、思考方法を日常的な政策の現場に取り入れ
て行く風土を醸成していくことが大事である。
その際、研究者による統計データを活用した先
行研究等に不断に目を配ることが役に立つ。
　統計部局でも統計を作成すれば終わりという
ことではなく、作成された統計結果が十分に利
活用されることも重要であると認識し、政策支
援体制が作られている。例えば、統計部局に部
局内横断的な「統計データ分析支援チーム」を
作り、政策手段部局とも協力しながら統計デー
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タの分析を行い、政策立案を支援している。統
計部局だけではできることに限界があるので、
政策手段部局との一体的な取組みが必要なこと
は言うまでもない。
　今回の特集において掲載されているものは、
いずれも今後の活用の方向を示唆するものであ
り、行政関係者、農林業関係者等の皆さんに目
を通して頂き、特に現在全国で実施されている
センサスやいずれ明らかになる結果の活用に関
心をもって頂きたいと思う。
　中でも、仙田徹志・吉田嘉雄「農林水産統計
の高度利用―現状と展開方向―」によるパネル
データ化に向けた取組みや藤栄剛「農林統計ミ
クロデータの分析の展開－疑似実験デザイン」
による個票を活用した諸事例のサーベイは、食
料の持続的供給への対応の検討に向けセンサス
の活用の可能性を高める上で有用な情報の提供
である。
　昨年食料・農業・農村基本法が改正された。
食料安全保障に目が行きがちとなるが、人口減
少社会の下での食料の持続的な供給体制の維持
強化が最優先課題である。2025年センサスの結
果は、改めてその確保の必要性が数字をもって
示されるものとなろう。全体としては担い手農
家の高齢化の更なる進展、減少の深刻さが明ら
かにされようが、大事なことは、全国一様でな
く地域ごとに差があるか、それが何によっても
たらされるかなどを分析し、適切な政策を講じ
て行くことである。両報告で言及されているミ
クロデータ分析やパネルデータ分析はそのため
の有効な分析ツールとなる。
　センサスの統計データとしての難点は、５年
に１回であり、調査項目によっては、タイムシ

リーズデータとして客体数が統計上信頼に足る
数に達しないおそれがあることである。パネル
データ化は、センサスが本来的に持つタイムシ
リーズデータだけによる客体数の不足を、クロ
スセクションデータで補い、パネルデータ分析
が可能となるデータを個票に当り整備するため
の地道な作業で、膨大なものである。2020年ま
での調査対象の個票データに、同じ調査対象の
2025年センサスの個票を接続することによって、
パネルデータの整備が容易となり、2025年セン
サスの活用に役立つ。
　筆者も、2003年の高知県を嚆

こ う し

矢とする地方森
林環境税の拡大が自発的な緑の募金に影響する
か分析する際まだ徴収が開始されてから日が浅
く、タイムシリーズデータ、クロスセクション
データとも客体数が少なかったことから、デー
タを組み合わせてパネルデータによって分析を
行い、クラウディング・アウト問題を実証した。
その際、パネルデータ分析に必要なデータを整
えるのに苦労した。
　仙田徹志・吉田嘉雄で報告されているパネル
データ化のような基礎的作業が行われていれば、
パネルデータ分析に必要なデータの整備が極め
て容易となる。また、藤栄剛が紹介しているミ
クロデータ分析やパネルデータ分析を使った
様々な先行研究が知られることになれば、これ
らの分析手法が政策の現場等に普及し、政策の
企画立案や評価に使われて行くことが期待され
る。
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